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�愛媛県告示第１１３６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１３７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関の名称が、次のように変更された。
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適用を受けるものである。

医療機関の名称 医療機関の所在地 指定年月日

お の 歯 科 医 院 新居浜市中村松木１－１１
－２３ 令和２年８月３１日

医療機関の名称 医療機関の所在地 変更年月日

（変更後）
アイン薬局大町店

西条市大町７０３番地３ 令和２年１０月１日
（変更前）
真成堂セリ薬局

毎週（火・金）曜日発行 第１５１号 令和２年１０月２３日

令和２年１０月２３日金曜日 第１５１号
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�愛媛県告示第１１３８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１３９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療機関（指定訪問看護事業者等）を次のように指定した。

令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１４０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１４１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１４２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の居宅介護事業を行う事業所

の所在地が次のように変更された。

令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

菊 地 内 科 大洲市長浜甲７６０ 令和２年９月３０日

医 療 機 関 （ 指 定
訪問看護事業者等）の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

指 定 訪 問 看 護 事 業 等 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社 Ａｓ Ｏｎｅ 伊予郡松前町大字北黒田４０５
番地４

訪問看護ステーションいとさ
くら

伊予郡松前町大字北黒田４０５
番地４ 令和２年８月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社チェリー薬局 松山市保免西一丁目１１－２４ チェリー薬局土橋店 新居浜市土橋一丁目８番２０号 令和２年８月３日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社チェリー薬局 松山市保免西一丁目１１－２４ チェリー薬局土橋店 新居浜市土橋一丁目８番２０号 令和２年８月３日

医療機関の名称 医療機関の所在地 廃止年月日

マ リ ン 薬 局 今治市馬越町三丁目３番
１０号 令和２年８月３１日

愛 媛 県 報令和２年１０月２３日 第１５１号
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�愛媛県告示第１１４４号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１１４６号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

松山市庄府甲４６１の１から甲４６１の３まで、甲４６３の１、甲４６３の

２、乙１３４、乙１３５の２、乙１４１の１、乙１４１の２、乙１４２から乙１４５

まで、乙１４６の１、乙１４６の２、乙１４７から乙１５２まで、乙１５９、乙

１６１の１、乙１６１の２、乙１６２、乙１７１、乙１７３から乙１７６まで、乙１７

８、乙１７９、乙１８２から乙１８４まで、乙１８７、乙１８８、乙１８９の１、乙

１８９の２、乙１９０から乙１９２まで

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

庄府甲４６１の１・乙１３４・乙１４１の１・乙１４１の２・乙１４２・

乙１４６の２・乙１４９・乙１６１の２・乙１７９・乙１８２・乙１８４・乙１８

９の１・乙１８９の２（以上１３筆について次の図に示す部分に限

る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び松山市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第１１４３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）の介護予防事業を行う事業所

の所在地が次のように変更された。

令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１４５号
次のとおり落札者を決定した。

令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

上島町 上島町弓削下弓削２１０番地 上島町指定介護予防支援事業
所

（変更後）
越智郡上島町生名６２１番地１

令和２年９月１日
（変更前）
越智郡上島町生名２１３３番地４

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

上島町 上島町弓削下弓削２１０番地 上島町指定居宅介護支援事業
所

（変更後）
越智郡上島町生名６２１番地１

令和２年９月１日
（変更前）
越智郡上島町生名２１３３番地４

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

調剤業務支援システムの借入れ一式
愛媛県立子ども療
育センター
愛媛県東温市田窪
２１３５番地

令和２年９月２５日

東京都港区西新橋一丁
目３番１号
日立キャピタル株式会
社
執行役 安栄 香純

７１４，９４５円
（月額） 一般競争入札 令和２年８月７日

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

市立宇和島病院 宇和島市御殿町１番１号 宇 和 島 市
令和５年
１０月１４日
まで

愛 媛 県 報令和２年１０月２３日 第１５１号

８８０



�������
�愛媛県告示第１１４８号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第７条第１項の規定に基づき、次のとお

り土砂災害警戒区域を指定する。

令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１４７号
漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項の規定により、漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条第１項

の規定による同意を求めるための事前届出があったので、同政令第５条第３項の規定により、１のとおり公示し、及び２のとおり指定漁船

調書を縦覧に供する。

令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出事項

（中予地方局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

松山市土手内１３４番地７

村 上 節 夫

松山市柳原１５３番地１

西 川 悟

松山市浅海原４７８番地２

庭 瀬 清 弘
北 条 愛媛県漁業協同組合

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

令和２年１０月２３日から１１月６日まで

� 縦覧場所

次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ当該右欄に掲げる場所

中予地 方 局 管 内 の 加 入 区 中予地方局産業経済部水産課

蔵ヶ谷
１
３８５－
Ｊ－１４
５

喜多郡
内子町
中川
（次の
図のと
おり）

地滑り

今生
３８５－
Ｊ－１４
６

喜多郡
内子町
上川
（次の
図のと
おり）

地滑り

�保成
３８５－
Ｊ－１４
７

喜多郡
内子町
上川
（次の
図のと
おり）

地滑り

�保野
３８５－
Ｊ－１４
８

喜多郡
内子町
上川
（次の
図のと
おり）

地滑り

白水
３８５－
Ｊ－１４
９

喜多郡
内子町
上川
（次の
図のと
おり）

地滑り

打木
３８５－
Ｊ－１５
１

喜多郡
内子町
本川
（次の
図のと
おり）

地滑り

大平
３８５－
Ｊ－１５
２

喜多郡
内子町
大平
（次の
図のと
おり）

地滑り

泉
３８５－
Ｊ－１５
３

喜多郡
内子町
日野川
（次の
図のと
おり）

地滑り

日野川
３８５－
Ｊ－１５
４

喜多郡
内子町
日野川
（次の
図のと
おり）

地滑り

土砂災害警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

水地１
３８５－
Ｊ－１３
９

喜多郡
内子町
寺村
（次の
図のと
おり）

地滑り

イナヤ
３８５－
Ｊ－１４
０

喜多郡
内子町
寺村
（次の
図のと
おり）

地滑り

恩地
３８５－
Ｊ－１４
２

喜多郡
内子町
寺村
（次の
図のと
おり）

地滑り

亀の上
３８５－
Ｊ－１４
３

喜多郡
内子町
寺村・
小田
（次の
図のと
おり）

地滑り

宮原１
３８５－
Ｊ－１４
４

喜多郡
内子町
本川
（次の
図のと
おり）

地滑り

愛 媛 県 報令和２年１０月２３日 第１５１号

８８１



上日の
地
４２２－
Ｊ－２２
６

喜多郡
内子町
大瀬南
（次の
図のと
おり）

地滑り

本村
４２２－
Ｊ－２２
７

喜多郡
内子町
大瀬南
（次の
図のと
おり）

地滑り

池田１
４２２－
Ｊ－２２
８

喜多郡
内子町
大瀬南
（次の
図のと
おり）

地滑り

鈴木
４２２－
Ｊ－２２
９

喜多郡
内子町
袋口・
立山
（次の
図のと
おり）

地滑り

杖窪
４２２－
Ｊ－２３
０

喜多郡
内子町
大瀬中
央
（次の
図のと
おり）

地滑り

上大�
保
４２２－
Ｊ－２３
１

喜多郡
内子町
大瀬中
央
（次の
図のと
おり）

地滑り

麓
４２２－
Ｊ－２３
２

喜多郡
内子町
石畳
（次の
図のと
おり）

地滑り

田高
４２２－
Ｊ－４６
７

喜多郡
内子町
大瀬北
（次の
図のと
おり）

地滑り

高谷
４２２－
Ｊ－４６
８

喜多郡
内子町
川中
（次の
図のと
おり）

地滑り

桑原
３８５－
ＮＫ－
１７２

喜多郡
内子町
中川・
本川
（次の
図のと
おり）

地滑り

本川
３８５－
ＮＫ－
１７３

喜多郡
内子町
本川
（次の
図のと
おり）

地滑り

中組
３８５－
ＮＫ－
１７４

喜多郡
内子町
南山
（次の
図のと
おり）

地滑り

水地２
３８５－
ＮＫ－
１７５

喜多郡
内子町
寺村
（次の
図のと
おり）

地滑り

水元
３８５－
ＮＫ－
１７６

喜多郡
内子町
寺村
（次の
図のと
おり）

地滑り

立石
３８５－
Ｊ－１５
５

喜多郡
内子町
立石
（次の
図のと
おり）

地滑り

柚ノ平
３８５－
Ｊ－１５
６

喜多郡
内子町
上 田
渡・中
田渡
（次の
図のと
おり）

地滑り

倉谷
３８５－
Ｊ－１５
７

喜多郡
内子町
臼杵
（次の
図のと
おり）

地滑り

臼杵
３８５－
Ｊ－１５
８

喜多郡
内子町
臼杵
（次の
図のと
おり）

地滑り

上田渡
３８５－
Ｊ－１５
９

喜多郡
内子町
上田渡
（次の
図のと
おり）

地滑り

植木
３８５－
Ｊ－１６
０

喜多郡
内子町
中田渡
（次の
図のと
おり）

地滑り

桜原
３８５－
Ｊ－１６
１

喜多郡
内子町
中田渡
（次の
図のと
おり）

地滑り

宮の谷
１
３８５－
Ｊ－１６
３

喜多郡
内子町
吉野川
（次の
図のと
おり）

地滑り

蔭
３８５－
Ｊ－１６
４

喜多郡
内子町
吉野川
（次の
図のと
おり）

地滑り

岡の成
１
４２２－
Ｊ－２２
１

喜多郡
内子町
石畳
（次の
図のと
おり）

地滑り

下立山
４２２－
Ｊ－２２
２

喜多郡
内子町
立山
（次の
図のと
おり）

地滑り

茶谷
４２２－
Ｊ－２２
３

喜多郡
内子町
立山
（次の
図のと
おり）

地滑り

喜田村
４２２－
Ｊ－２２
４

喜多郡
内子町
大瀬南
（次の
図のと
おり）

地滑り

徳積
４２２－
Ｊ－２２
５

喜多郡
内子町
大瀬南
（次の
図のと
おり）

地滑り
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つづら
谷
３８５－
ＮＳ－
７５

喜多郡
内子町
上川
（次の
図のと
おり）

地滑り

亀ヶ谷
３８５－
ＮＳ－
９１

喜多郡
内子町
中川
（次の
図のと
おり）

地滑り

小田大
平
３８５－
ＮＳ－
１０７

喜多郡
内子町
大平
（次の
図のと
おり）

地滑り

吉野川
３８５－
ＮＳ－
１２４

喜多郡
内子町
吉野川
（次の
図のと
おり）

地滑り

宮の谷
２
３８５－
ＮＳ－
１４７

喜多郡
内子町
吉野川
（次の
図のと
おり）

地滑り

室屋谷
３８５－
ＮＳ－
１５９

喜多郡
内子町
臼杵
（次の
図のと
おり）

地滑り

源台
３８５－
ＮＳ－
１６０

喜多郡
内子町
南山
（次の
図のと
おり）

地滑り

宮ノ首
３８５－
ＮＳ－
１８０

喜多郡
内子町
南山
（次の
図のと
おり）

地滑り

風穴
３８５－
Ｒ－００
１

喜多郡
内子町
上川
（次の
図のと
おり）

地滑り

東影浦
４２２－
ＮＫ－
２４１

喜多郡
内子町
大瀬北
（次の
図のと
おり）

地滑り

乙影山
４２２－
ＮＫ－
２４２

喜多郡
内子町
大瀬北
（次の
図のと
おり）

地滑り

程内
４２２－
ＮＫ－
２４３

喜多郡
内子町
大瀬北
（次の
図のと
おり）

地滑り

熊の滝
４２２－
ＮＫ－
２４４

喜多郡
内子町
大瀬北
（次の
図のと
おり）

地滑り

村前
４２２－
ＮＫ－
２４５

喜多郡
内子町
村前
（次の
図のと
おり）

地滑り

栄
３８５－
ＮＫ－
１７８

喜多郡
内子町
中田渡
（次の
図のと
おり）

地滑り

薬師堂
３８５－
ＮＫ－
１７９

喜多郡
内子町
上川
（次の
図のと
おり）

地滑り

宮原２
３８５－
ＮＫ－
１８０

喜多郡
内子町
本川
（次の
図のと
おり）

地滑り

北八ツ
松
３８５－
ＮＫ－
１８１

喜多郡
内子町
立石
（次の
図のと
おり）

地滑り

八ツ松
３８５－
ＮＳ－
１２

喜多郡
内子町
立石
（次の
図のと
おり）

地滑り

尾首
３８５－
ＮＳ－
１５

喜多郡
内子町
立石
（次の
図のと
おり）

地滑り

西泉
３８５－
ＮＳ－
１６

喜多郡
内子町
吉野川
（次の
図のと
おり）

地滑り

小田日
浦
３８５－
ＮＳ－
３１

喜多郡
内子町
立石
（次の
図のと
おり）

地滑り

野村
３８５－
ＮＳ－
４２

喜多郡
内子町
本川
（次の
図のと
おり）

地滑り

倉頭
３８５－
ＮＳ－
４６

喜多郡
内子町
臼杵
（次の
図のと
おり）

地滑り

上成
３８５－
ＮＳ－
５０

喜多郡
内子町
立石
（次の
図のと
おり）

地滑り

掛橋
３８５－
ＮＳ－
５２

喜多郡
内子町
日野川
（次の
図のと
おり）

地滑り

峰
３８５－
ＮＳ－
６３

喜多郡
内子町
日野川
（次の
図のと
おり）

地滑り

蔵ヶ谷
２
３８５－
ＮＳ－
６４

喜多郡
内子町
中川
（次の
図のと
おり）

地滑り
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（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、

大洲土木事務所及び内子町に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１１４９号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第７条第１項及び第９条第１項の規定に

基づき、次のとおり土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域を

指定する。

令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

石畳
４２２－
Ｒ－００
１

喜多郡
内子町
石畳
（次の
図のと
おり）

地滑り

北浦南
４２３－
ＮＫ－
２５６

喜多郡
内子町
北表
（次の
図のと
おり）

地滑り

福岡
４２３－
ＮＫ－
２５７

喜多郡
内子町
福岡・
宿間
（次の
図のと
おり）

地滑り

大�保
４２３－
ＮＫ－
２５８

喜多郡
内子町
重松
（次の
図のと
おり）

地滑り

だらり
４２３－
ＮＫ－
２５９

喜多郡
内子町
山 鳥
坂・北
表
（次の
図のと
おり）

地滑り

蔭の付
４２３－
ＮＫ－
２６０

喜多郡
内子町
福岡
（次の
図のと
おり）

地滑り

新田
４２３－
ＮＳ－
７２

喜多郡
内子町
北表
（次の
図のと
おり）

地滑り

池窪
４２３－
ＮＳ－
１５０

喜多郡
内子町
重松
（次の
図のと
おり）

地滑り

重松
４２３－
ＮＳ－
１５４

喜多郡
内子町
重松
（次の
図のと
おり）

地滑り

泉谷
４２３－
ＮＳ－
１５５

喜多郡
内子町
北表
（次の
図のと
おり）

地滑り

藤社
４２３－
ＮＳ－
１８６

喜多郡
内子町
只海
（次の
図のと
おり）

地滑り

上立山
４２２－
ＮＫ－
２４６

喜多郡
内子町
立山
（次の
図のと
おり）

地滑り

横平
４２２－
ＮＫ－
２４７

喜多郡
内子町
袋口
（次の
図のと
おり）

地滑り

東１
４２２－
ＮＫ－
２４８

喜多郡
内子町
河内・
論田
（次の
図のと
おり）

地滑り

岡の成
２
４２２－
ＮＫ－
２４９

喜多郡
内子町
石畳
（次の
図のと
おり）

地滑り

梅津
４２２－
ＮＫ－
２５０

喜多郡
内子町
大瀬東
（次の
図のと
おり）

地滑り

甲影山
４２２－
ＮＫ－
２５１

喜多郡
内子町
大瀬北
（次の
図のと
おり）

地滑り

深谷
４２２－
ＮＫ－
２５３

喜多郡
内子町
村前
（次の
図のと
おり）

地滑り

横峰
４２２－
ＮＫ－
２５４

喜多郡
内子町
五百木
（次の
図のと
おり）

地滑り

丙成
４２２－
ＮＳ－
００９

喜多郡
内子町
大瀬中
央
（次の
図のと
おり）

地滑り

川登
４２２－
ＮＳ－
０１０

喜多郡
内子町
大瀬東
（次の
図のと
おり）

地滑り

東
４２２－
ＮＳ－
０１８

喜多郡
内子町
石畳
（次の
図のと
おり）

地滑り

池田２
４２２－
ＮＳ－
０８１

喜多郡
内子町
大瀬南
（次の
図のと
おり）

地滑り

本郷
４２２－
ＮＳ－
１２６

喜多郡
内子町
論田・
河内
（次の
図のと
おり）

地滑り

白石
４２２－
ＮＳ－
１３７

喜多郡
内子町
大瀬南
（次の
図のと
おり）

地滑り
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（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、

大洲土木事務所及び内子町に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１１５０号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、松山河川国道事務所長から次のとおり

公共測量を実施する旨の通知があった。

令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（用地測量）

２ 作業期間 令和２年９月３０日から

１２月１１日まで

３ 作業地域 愛媛県伊予市大平

�������
�愛媛県告示第１１５１号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、松山河川国道事務所長から次のとおり

公共測量が終了した旨の通知があった。

令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（用地測量）

２ 作業期間 令和２年３月２５日から

９月３０日まで

３ 作業地域 愛媛県上浮穴郡�万高原町地内

�������
�愛媛県告示第１１５３号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

令和２年１０月２３日

愛媛県中予地方局長 東 公 弘

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

令和２年１０月１５日

３ 指定道路の位置

東温市志津川字中西甲９９番１の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ３７．９０メートル

� 幅員 ４．００メートル

�愛媛県告示第１１５２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１５４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局�万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。
令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 興居島循環線 松山市門田町丙１９３番６ 令和２年１０月２３日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 直瀬渋草線 上浮穴郡�万高原町前組２８６７番地先
旧 ５．２～８．３ ０．０２５

新 ５．２～１０．６ ０．０２５

土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

建築物に作用
すると想定さ
れる衝撃に関
する事項

下重川
４２３－
２１６１

喜多郡
内子町
重松
（次の
図のと
おり）

土石流 下重川
４２３－
２１６１

喜多郡
内子町
重松
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

大�保
谷川
４２３－
Ｊ００９

喜多郡
内子町
平岡
（次の
図のと
おり）

土石流 大�保
谷川
４２３－
Ｊ００９

喜多郡
内子町
平岡
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り
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訓 令

�愛媛県告示第１１５５号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１５６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県訓令第２１号
庁 中 一 般

地 方 局

愛媛県地方局事務決裁規程及び愛媛県地方局処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和２年１０月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県地方局事務決裁規程及び愛媛県地方局処務規程の一部を改正する訓令

（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第１条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２７）第５７４４号 平成２７年
１１月１日 南予ガス協業組合 高木 浩司 宇和島市坂下津甲４０７－

４２
令和２年
９月１５日 管工事業 建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 鳥井喜木津線
西宇和郡伊方町釜木８９４番地先から

同町釜木７３５番地先まで
令和２年１０月２３日

改 正 後 改 正 前

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

主

幹

部

長

課

長

主

幹

地

域

福

祉

課

１～２３

省略

地

域

福

祉

課

１～２３

省略

２４ 介護

保険法

の施行

に関す

る事務

２４ 介護

保険法

の施行

に関す

る事務

１ 居宅サービス等を行つた者

又は使用する者に対する報告

の命令等（第２４条第１項、健

康保険法等の一部を改正する

法律（平成１８年法律第８３号）

附則第１３０条の２第１項の規

定によりなおその効力を有す

るものとされる同法第２６条の

規定による改正前の介護保険

○
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法（以下この部において「旧

法」という。）第２４条第１

項）

２ 被保険者等に対する報告の

命令等（第２４条第２項、旧法

第２４条第２項）

○

１ 当該職員の証明書の交付

（第２４条第３項、第７６条第２

項、第８３条第２項、第９０条第

２項、第１００条第２項、第１１４

条 の２第２項、第１１５条 の７

第２項、第１１５条の３３第５

項、健康保険法等の一部を改

正する法律（平成１８年法律第

８３号）附 則 第１３０条 の２第１

項の規定によりなおその効力

を有するものとされる同法第

２６条の規定による改正前の介

護保険法（以下この部におい

て「旧法」という。）第２４条

第３項、第１１２条第２項、第

１１５条の３３第５項）

○ ３ 当該職員の証明書の交付

（第２４条第３項、第７６条第２

項、第８３条第２項、第９０条第

２項、第１００条第２項、第１１４

条 の２第２項、第１１５条 の７

第２項、第１１５条の３３第５

項、旧法

第２４条

第３項、第１１２条第２項、第

１１５条の３３第５項）

○

２ 指定居宅サービス事業者に

関すること。

４ 指定居宅サービス事業者に

関すること。

� 省略 � 省略

� 中核市の市長が行う指定

に対する同意（第７０条第１

項 、地方自治法施行令

第１７４条の４９の１１の２第３

項）

○ � 中核市の市長が行う指定

に対する同意（第４１条第１

項本文、地方自治法施行令

第１７４条の４９の１１の２第２

項）

○

� 省略 � 省略

� 指定の更新（第７０条の２

第１項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 	 省略


 指定の取消し等（第７７条

第１項）

○

	 省略 � 省略

３ 指定居宅介護支援事業者に

よる便宜の提供に係る連絡調

整及び助言その他の援助（第

８２条の２第２項）

○ ５ 指定居宅介護支援事業者に

関すること。

� 便宜の提供に係る連絡調

整及び助言その他の援助

（第８２条の２第２項）

○

４ 指定介護老人福祉施設に関

すること。

６ 指定介護老人福祉施設に関

すること。
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�・� 省略 �・� 省略

� 指定の更新（第８６条の２

第１項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 措置命令（第９１条の２第

３項）

○

� 指定の取消し等（第９２条

第１項）

○

� 省略 	 省略

５ 介護老人保健施設に関する

こと。

７ 介護老人保健施設に関する

こと。

� 省略 � 省略

� 中核市の市長が行う開設

及び変更の許可に対する同

意（第９４条第１項、第２

項、地方自治法施行令第

１７４条の４９の１１の２第３

項）

○ � 中核市の市長が行う開設

及び変更の許可に対する同

意（第９４条第１項、第２

項、地方自治法施行令第

１７４条の４９の１１の２第２

項）

○

� 省略 � 省略

� 許可の更新（第９４条の２

第１項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 	 省略

	 省略 
 省略

� 措置命令等（第１０３条第

３項）

○

� 開設の許可の取消し等

（第１０４条第１項）

○


 省略 
 省略

� 省略 � 省略

６ 介護医療院に関すること。 ８ 介護医療院に関すること。

� 省略 � 省略

� 中核市の市長が行う開設

及び変更の許可に対する同

意（第１０７条第１項、第２

項、地方自治法施行令第

１７４条の４９の１１の２第３

項）

○ � 中核市の市長が行う開設

及び変更の許可に対する同

意（第１０７条第１項、第２

項、地方自治法施行令第

１７４条の４９の１１の２第２

項）

○

� 省略 � 省略

� 許可の更新（第１０８条第

１項）

○

� 省略 � 省略
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� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 措置命令等（第１１４条の

５第３項）

○

� 開設の許可の取消し等

（第１１４条の６第１項）

○

� 省略 	 省略

� 省略 
 省略

７ 旧法第４８条第１項第３号に

規定する指定介護療養型医療

施設に関すること。

９ 旧法第４８条第１項第３号に

規定する指定介護療養型医療

施設に関すること。

� 指定の更新（旧法第１０７

条の２第１項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 
 省略


 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 措置命令（旧法第１１３条

の２第３項）

○

� 指定の取消し等（旧法第

１１４条第１項）

○

� 省略 � 省略

８ 指定介護予防サービス事業

者に関すること。

１０ 指定介護予防サービス事業

者に関すること。

� 省略 � 省略

� 指定の更新（第７０条の２

第１項、第１１５条の１１）

○

� 省略 
 省略


 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 指定の取消し等（第１１５

条の９第１項）

○

� 省略 � 省略

９ 業務管理体制の整備に関す

ること。

１１ 業務管理体制の整備に関す

ること。

�～
 省略 �～
 省略

� 措置命令（第１１５条の３４

第３項、旧法 第１１５条 の３４

第３項）

○

１２ 介護支援専門員に対する報

告の徴収（第６９条の３８第１

項、旧法第６９条の３８第１項）

○
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（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第２条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

１０ 指定地域密着型サービス事

業者による便宜の提供に係る

連絡調整及び助言その他の援

助（第７８条の６第２項）

○ １３ 指定地域密着型サービス事

業者に関すること。

� 便宜の提供に係る連絡調

整及び助言その他の援助

（第７８条の６第２項）

○

１１ 省略 １４ 省略

１２ 指定地域密着型介護予防サ

ービス事業者による便宜の提

供に係る連絡調整及び助言そ

の他の援助（第１１５条の１６第

２項）

○ １５ 指定地域密着型介護予防サ

ービス事業者に関すること。

� 便宜の提供に係る連絡調

整及び助言その他の援助

（第１１５条の１６第２項）

○

１３ 指定介護予防支援事業者に

よる便宜の提供に係る連絡調

整及び助言その他の援助（第

１１５条の２６第２項）

○ １６ 指定介護予防支援事業者に

関すること。

� 便宜の提供に係る連絡調

整及び助言その他の援助

（第１１５条の２６第２項）

○

１４ 省略 １７ 省略

１５ 介護員養成研修事業者の指

定（介護保険法施行令第３条

第１項第１号ロ）

○ １８ 介護員養成研修事業者に関

すること。

� 介護員養成研修事業者の

指定（介護保険法施行令

（以下この部において「政

令」という。）第３条第１

項第１号ロ）

○

� 介護員養成研修の指定

（政令第３条第１項第１号

ロ）

○

� 指示（政令第３条第２項

第２号ハ）

○

� 指定の取消し（政令第３

条第３項）

○

２５～３１

省略

２５～３１

省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略
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２ 省略

３ 地方局長に委任する事務のうち、健康福祉環境部に関するもの

は、別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～� 省略

�～�の２ 省略

�の２の２ 地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第３項の規

定により読み替えて適用される介護保険法第７０条第１項の規定

に基づく中核市の市長が行う指定居宅サービス事業者の指定に

対する同意に関すること（中予地方局に限る。）。

�の３～�の５ 省略

�の６ 地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第３項の規定に

より読み替えて適用される介護保険法第７８条の規定に基づく指

定居宅サービス事業者の指定等に係る中核市の市長からの届出

の受理に関すること（中予地方局に限る。）。

�の７～�の６ 省略

�の７ 地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第３項の規定に

より読み替えて適用される介護保険法第９３条の規定に基づく介

護老人福祉施設に係る中核市の市長からの届出の受理に関する

こと（中予地方局に限る。）。

�の８ 省略

�の９ 地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第３項の規定に

より読み替えて適用される介護保険法第９４条第１項及び第２項

の規定に基づく中核市の市長が行う介護老人保健施設の開設及

び変更の許可に対する同意に関すること（中予地方局に限

る。）。

�の１０～�の２２ 省略

�の２３ 地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第３項の規定に

より読み替えて適用される介護保険法第１０４条の２の規定に基

づく介護老人保健施設に係る中核市の市長からの届出の受理に

関すること（中予地方局に限る。）。

�の２４～�の２６の２ 省略

�の２６の３ 地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第３項の規

定により読み替えて適用される介護保険法第１０７条第１項及び

第２項の規定に基づく中核市の市長が行う介護医療院の開設及

び変更の許可に対する同意に関すること（中予地方局に限

る。）。

�の２６の４～�の２６の１６ 省略

�の２６の１７ 地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第３項の規

定により読み替えて適用される介護保険法第１１４条の７の規定

に基づく介護医療院に係る中核市の市長からの届出の受理に関

すること（中予地方局に限る。）。

�の２６の１８～�の９ 省略

�の１０ 地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一

部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に

関する政令（平成３０年政令第５５号）附則第５条の規定により読

み替えて適用される地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第

３項の規定により読み替えて適用される旧介護保険法第１１５条

の規定に基づく指定介護療養型医療施設の指定の辞退等に係る

中核市の市長からの届出の受理に関すること（中予地方局に限

２ 省略

３ 地方局長に委任する事務のうち、健康福祉環境部に関するもの

は、別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～� 省略

�の２ 地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第２項の規定に

より読み替えて適用される介護保険法第４１条第１項本文の規定

に基づく中核市の市長が行う指定居宅サービス事業者の指定に

対する同意に関すること（中予地方局に限る。）。

�～�の２ 省略

�の３～�の５ 省略

�の６ 地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第２項の規定に

より読み替えて適用される介護保険法第７８条の規定に基づく指

定居宅サービス事業者の指定等に係る中核市の市長からの届出

の受理に関すること（中予地方局に限る。）。

�の７～�の６ 省略

�の７ 地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第２項の規定に

より読み替えて適用される介護保険法第９３条の規定に基づく介

護老人福祉施設に係る中核市の市長からの届出の受理に関する

こと（中予地方局に限る。）。

�の８ 省略

�の９ 地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第２項の規定に

より読み替えて適用される介護保険法第９４条第１項及び第２項

の規定に基づく中核市の市長が行う介護老人保健施設の開設及

び変更の許可に対する同意に関すること（中予地方局に限

る。）。

�の１０～�の２２ 省略

�の２３ 地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第２項の規定に

より読み替えて適用される介護保険法第１０４条の２の規定に基

づく介護老人保健施設に係る中核市の市長からの届出の受理に

関すること（中予地方局に限る。）。

�の２４～�の２６の２ 省略

�の２６の３ 地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第２項の規

定により読み替えて適用される介護保険法第１０７条第１項及び

第２項の規定に基づく中核市の市長が行う介護医療院の開設及

び変更の許可に対する同意に関すること（中予地方局に限

る。）。

�の２６の４～�の２６の１６ 省略

�の２６の１７ 地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第２項の規

定により読み替えて適用される介護保険法第１１４条の７の規定

に基づく介護医療院に係る中核市の市長からの届出の受理に関

すること（中予地方局に限る。）。

�の２６の１８～�の９ 省略

�の１０ 介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を

改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等及び経過措置に関

する政令（平成２３年政令第３７６号）附則第４条の規定により読

み替えて適用される地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第

２項の規定により読み替えて適用される旧介護保険法第１１５条

の規定に基づく指定介護療養型医療施設の指定の辞退等に係る

中核市の市長からの届出の受理に関すること（中予地方局に限
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監 査 公 表

�公表第１０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

令和２年１０月２３日

愛媛県監査委員 永 井 一 平

同 越 智 忍

同 森 � 康 行

同 � 橋 正 浩

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

る。）。

�の１１～�の１８ 省略

�の１９ 地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第３項の規定に

より読み替えて適用される介護保険法第１１５条の１０の規定に基

づく指定介護予防サービス事業者に係る中核市の市長からの届

出の受理に関すること（中予地方局に限る。）。

�の２０～�の３１ 省略

�の３２ 介護保険法第１１５条の３４第３項及び旧介護保険法第１１５条

の３４第３項の規定に基づく介護サービス事業者に対する措置命

令に関すること（行う事業が２以上の地方局の所管区域にわた

る社会福祉法人である介護サービス事業者及び２以上の社会福

祉施設を設置する社会福祉法人である介護サービス事業者に係

るものを除き、介護保険法第１１５条の３４第４項及び旧介護保険

法第１１５条の３４第４項の規定に基づく公示を除く。）。

�の３３～�１０１ 省略

４～６ 省略

る。）。

�の１１～�の１８ 省略

�の１９ 地方自治法施行令第１７４条の４９の１１の２第２項の規定に

より読み替えて適用される介護保険法第１１５条の１０の規定に基

づく指定介護予防サービス事業者に係る中核市の市長からの届

出の受理に関すること（中予地方局に限る。）。

�の２０～�の３１ 省略

�の３２ 介護保険法第１１５条の３４第３項及び旧介護保険法第１１５条

の３４第３項の規定に基づく介護サービス事業者に対する措置命

令に関すること（行う事業が２以上の地方局の所管区域にわた

る社会福祉法人である介護サービス事業者及び２以上の社会福

祉施設を設置する社会福祉法人である介護サービス事業者に係

るものを除き、同条第４項

の規定に基づく公示を除く。）。

�の３３～�１０１ 省略

４～６ 省略

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

総 務 管 理 課 令和２年８月３１日

人 事 課 令和２年８月３１日

市 町 振 興 課 令和２年８月３１日

私 学 文 書 課 令和２年８月３１日

財 政 課 令和２年８月２８日

行 革 分 権 課 令和２年８月２８日

税 務 課 令和２年８月２８日

総 合 政 策 課 令和２年８月２０日

自 転 車 新 文 化 推 進 課 令和２年８月２０日

秘 書 課 令和２年８月２０日

広 報 広 聴 課 令和２年８月２０日

統 計 課 令和２年８月２０日

情 報 シ ス テ ム 課 令和２年８月２０日

地 域 政 策 課 令和２年８月２０日

交 通 対 策 課 令和２年８月２０日

地 域 ス ポ ー ツ 課 令和２年８月１８日

競 技 ス ポ ー ツ 課 令和２年８月１８日

文 化 振 興 課 令和２年８月１８日

ま な び 推 進 課 令和２年８月１８日

県 民 生 活 課 令和２年８月２１日

男 女 参 画 ・ 県 民 協 働 課 令和２年８月２１日

人 権 対 策 課 令和２年８月２１日

消 防 防 災 安 全 課 令和２年９月１日

防 災 危 機 管 理 課 令和２年９月１日

原 子 力 安 全 対 策 課 令和２年９月１日

環 境 政 策 課 令和２年８月２１日

循 環 型 社 会 推 進 課 令和２年８月２１日

自 然 保 護 課 令和２年８月２１日

保 健 福 祉 課 令和２年８月１９日

医 療 対 策 課 令和２年８月１９日

医 療 保 険 課 令和２年８月１９日

健 康 増 進 課 令和２年８月１９日

薬 務 衛 生 課 令和２年８月１９日

子 育 て 支 援 課 令和２年８月２７日

障 が い 福 祉 課 令和２年８月１９日

長 寿 介 護 課 令和２年８月１９日

産 業 政 策 課 令和２年８月１１日

企 業 立 地 課 令和２年８月１１日

労 政 雇 用 課 令和２年８月１１日

産 業 創 出 課 令和２年８月１１日

経 営 支 援 課 令和２年８月１１日

観 光 物 産 課 令和２年８月１１日

国 際 交 流 課 令和２年８月１１日

農 政 課 令和２年８月２７日

農 業 経 済 課 令和２年８月２７日

ブ ラ ン ド 戦 略 課 令和２年８月２７日

農 地 整 備 課 令和２年８月２７日

農 産 園 芸 課 令和２年８月２７日
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畜 産 課 令和２年８月２７日

林 業 政 策 課 令和２年８月２４日

森 林 整 備 課 令和２年８月２４日

漁 政 課 令和２年８月２４日

水 産 課 令和２年８月２４日

漁 港 課 令和２年８月２４日

土 木 管 理 課 令和２年８月２５日

用 地 課 令和２年８月２５日

河 川 課 令和２年８月２４日

港 湾 海 岸 課 令和２年８月２４日

砂 防 課 令和２年８月２４日

道 路 建 設 課 令和２年８月２５日

道 路 維 持 課 令和２年８月２５日

都 市 計 画 課 令和２年８月２５日

都 市 整 備 課 令和２年８月２５日

建 築 住 宅 課 令和２年８月２５日

出 納 局 令和２年９月１日

人 事 委 員 会 事 務 局 令和２年９月１日

議 会 事 務 局 令和２年８月１１日

監 査 事 務 局 令和２年９月１日

労 働 委 員 会 事 務 局 令和２年８月２５日

（監査委員の除斥）

総務管理課、人事課、市町振興課、私学文書課、財政課、行革分権課

及び税務課に係る監査の実施について、地方自治法第１９９条の２の規定

により、�橋正浩監査委員を除斥した。

（監査の結果）

令和元年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 収入未済の行政代執行費用（高濃度ＰＣＢ廃棄物の処分に係るもの）

について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

３０年度 １者 ６４５，２８２ 令和元年度決
算による

（循環型社会推進課）

２ 職員の不注意により公用車による事故が発生（１件）し、相手方工

作物及び当該車両の毀損があり、県に多額の損害（１，１８６，６６４円）を

与えた。

（自然保護課）

３ 収入未済の生活安定資金貸付金償還金について、適切に債権管理さ

れたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１６年度及び１７年度 ４８２者 ４２，９７０，０２０ 令和元年度決
算による

（保健福祉課）

４ 児童扶養手当返還金について、収入未済額の縮減に、引き続き努め

られたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ０ ９５４，７４０ ９５４，７４０

３０年度 １２６，８７０ ９０７，８７０ １，０３４，７４０ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △１２６，８７０ ４６，８７０ △８０，０００

（子育て支援課）

５ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償

還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努め

られたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ６，００９，３９５ ２４８，０９２，８５４ ２５４，１０２，２４９

３０年度 ６，５２４，５７８ ２４６，２３５，３９１ ２５２，７５９，９６９ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △５１５，１８３ １，８５７，４６３ １，３４２，２８０

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 １９１，５５７ １９，９４５，８５２ ２０，１３７，４０９

３０年度 ２４１，８４４ １９，９１６，１９４ ２０，１５８，０３８ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △５０，２８７ ２９，６５８ △２０，６２９

（子育て支援課）

６ 収入未済の企業立地促進事業費補助金返還金について、適切に債権

管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 ３４，７９６，０００ 令和元年度決
算による

（企業立地課）

７ 中小企業振興資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還

金に伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２９年度 １者 ５，０９６，４６０ 令和元年度決
算による

（経営支援課）

８ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について、

収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ０ ６２，５９９，８４６ ６２，５９９，８４６

３０年度 ０ ６４，３９２，８９０ ６４，３９２，８９０ 金額は各年度
の決算による

差引増減 ０ △１，７９３，０４４ △１，７９３，０４４

（林業政策課）

９ 林業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還金に

伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

平成１９年度
～平成２１年度
及び令和元年度

３者 １，５５８，４６５ 令和元年度決
算による

（林業政策課）

１０ 県有林経営事業特別会計については、昭和５９年度以降歳入不足額が

生じ、毎年度繰上充用の措置が講じられているところであるが、令和

元年度末の歳入不足額は２２億２，６５３万円と、前年度より３，４７２万円減少
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しているものの、令和元年度の木材価格は県営林経営改善計画策定当

時（平成１１年度）の５割程度にまで下落していることから、平成２７年

３月に見直しを行った県営林経営改善計画を着実に実行するなど、今

後の健全な経営に向けてより一層の努力が望まれる。

（森林整備課）

１１ 沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金

について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努め

られたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ４，２６０，０００ １，４８２，０００ ５，７４２，０００

３０年度 ０ １，７１０，０００ １，７１０，０００ 金額は各年度
の決算による

差引増減 ４，２６０，０００ △２２８，０００ ４，０３２，０００

（漁政課）

１２ 沿岸漁業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還

金に伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２２年度 １者 ９６９，５１７ 令和元年度決
算による

（漁政課）

１３ 住宅貸付損害金について、適切に債権管理するとともに、収入未済

額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ４０３，６８８ ２６，９７７，４１７ ２７，３８１，１０５

３０年度 ５３２，３２９ ２６，７２０，１０７ ２７，２５２，４３６ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △１２８，６４１ ２５７，３１０ １２８，６６９

（建築住宅課）

１４ 工事の契約手続遅延に伴う損害弁償金（消費税増税分）について、

適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

元年度 １者 ９，７５１，２００ 令和元年度決
算による

（建築住宅課）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局

総 務 企 画 部 令和２年７月１４日

今 治 支 局 令和２年７月１４日、
令和２年７月２２日

健 康 福 祉 環 境 部 令和２年７月１４日、
令和２年７月２２日

四 国 中 央 保 健 所 令和２年７月１４日

産 業 経 済 部 令和２年７月２２日

東 予 家 畜 保 健 衛 生 所 令和２年７月２２日

建 設 部 令和２年７月１４日

四 国 中 央 土 木 事 務 所 令和２年７月１４日

今 治 土 木 事 務 所 令和２年７月２２日

鹿 森 ダ ム 管 理 事 務 所 令和２年７月１４日

黒 瀬 ダ ム 管 理 事 務 所 令和２年７月１４日

玉 川 ダ ム 管 理 事 務 所 令和２年７月２２日

台 ダ ム 管 理 事 務 所 令和２年７月２２日

出 納 室 令和２年７月１４日

（監査の結果）

令和元年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 １４１，９４５，１７７ １７８，４２０，７９９ ３２０，３６５，９７６

３０年度 １５９，２５３，８４０ ２４５，１２７，２９２ ４０４，３８１，１３２
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △１７，３０８，６６３ △６６，７０６，４９３ △８４，０１５，１５６

（総務企画部）

２ 生活保護費戻入金について、収入未済額の縮減に、引き続き努めら

れたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ０ ３２７，０２０ ３２７，０２０

３０年度 ９０，０００ ２３７，０２０ ３２７，０２０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △９０，０００ ９０，０００ ０

（健康福祉環境部）

３ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子父子寡婦福祉資金貸付

金償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層

努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 １０，４２１，５６４ ４７，４４２，６７５ ５７，８６４，２３９

３０年度 １０，４７６，４２７ ４３，８５５，７７８ ５４，３３２，２０５
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △５４，８６３ ３，５８６，８９７ ３，５３２，０３４

（父子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ９０，７５０ ４２，２５０ １３３，０００

３０年度 ９４，０００ ２３，５００ １１７，５００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △３，２５０ １８，７５０ １５，５００

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ２４２，４１５ ２，０５８，２７２ ２，３００，６８７

３０年度 ２８６，８８１ １，８５２，８４３ ２，１３９，７２４
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △４４，４６６ ２０５，４２９ １６０，９６３

（健康福祉環境部）
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４ 職員の不注意により公用車による事故が発生（１件）し、相手方に

人的被害があったほか、当該車両の毀損があり、県に多額の損害（６５

３，８５８円）を与えた。

（健康福祉環境部）

５ 県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ５２５，４００ ２，３４７，５００ ２，８７２，９００

３０年度 ５４９，８００ ５，１２５，４００ ５，６７５，２００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △２４，４００ △２，７７７，９００ △２，８０２，３００

（建設部）

６ 県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 １，０６０，５００ １，４６４，３００ ２，５２４，８００

３０年度 １，０３８，０００ １，３４６，２００ ２，３８４，２００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ２２，５００ １１８，１００ １４０，６００

（建設部（今治土木事務所））

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局

総 務 企 画 部 令和２年７月１６日

健 康 福 祉 環 境 部 令和２年７月１６日

産 業 経 済 部 令和２年７月１６日

中 予 家 畜 保 健 衛 生 所 令和２年７月１６日

建 設 部 令和２年７月１６日

� 万 高 原 土 木 事 務 所 令和２年７月１６日

（監査の結果）

令和元年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ２６６，５９６，９２４ ２９６，６１８，４２７ ５６３，２１５，３５１

３０年度 ２４６，１７４，４８６ ３８８，００８，５２０ ６３４，１８３，００６
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ２０，４２２，４３８ △９１，３９０，０９３ △７０，９６７，６５５

（総務企画部）

２ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 １，９４７，５７８ １６，１６２，９７１ １８，１１０，５４９

３０年度 ２，２７５，４５０ １４，０５０，３１０ １６，３２５，７６０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △３２７，８７２ ２，１１２，６６１ １，７８４，７８９

（健康福祉環境部）

３ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償

還金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済額の

縮減に、一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 １，５８４，３２１ ９，１０１，３９９ １０，６８５，７２０

３０年度 １，８９５，０３０ ８，３８８，２８６ １０，２８３，３１６
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △３１０，７０９ ７１３，１１３ ４０２，４０４

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 １２７，１２８ ７８７，６７９ ９１４，８０７

３０年度 １２７，１２８ １，１１７，０５８ １，２４４，１８６
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ０ △３２９，３７９ △３２９，３７９

（健康福祉環境部）

４ 県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減

に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ５，４６１，３５８ １５，１３５，３０１ ２０，５９６，６５９

３０年度 ５，６７８，７８７ １９，２８０，５３０ ２４，９５９，３１７
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △２１７，４２９ △４，１４５，２２９ △４，３６２，６５８

（建設部）

５ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２８年度 １者 ５，７９４ 令和元年度決算による

（建設部）

６ 収入未済の河川不法投棄物処分費用負担金について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２９年度 １者 ２４８，４００ 令和元年度決算による

（建設部）

７ 収入未済の道路占用料について、納期限内の収入確保に努めるとと

もに適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

元年度 ２者 ２４，０００ 令和元年度決算による

（建設部）

８ 収入未済の工事請負契約の解除に伴う違約金及び前払金余剰額に対

する利息について、適切に債権管理されたい。

（違約金）
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調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２６年度 １者 ２７０，１００ 令和元年度決算による

（利息）

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２６年度 １者 ２４７，８８５ 令和元年度決算による

（建設部（�万高原土木事務所））

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局

総 務 企 画 部 令和２年７月２０日

八 幡 浜 支 局 令和２年７月１７日、
令和２年７月２０日

健 康 福 祉 環 境 部 令和２年７月１７日、
令和２年７月２０日

産 業 経 済 部 令和２年７月１７日、
令和２年７月２０日

南 予 家 畜 保 健 衛 生 所 令和２年７月１７日

建 設 部 令和２年７月２０日

大 洲 土 木 事 務 所 令和２年７月１７日

八 幡 浜 土 木 事 務 所 令和２年７月１７日

西 予 土 木 事 務 所 令和２年７月１７日

愛 南 土 木 事 務 所 令和２年７月２０日

須 賀 川 ダ ム 管 理 事 務 所 令和２年７月２０日

山 財 ダ ム 管 理 事 務 所 令和２年７月２０日

出 納 室 令和２年７月２０日

（監査の結果）

令和元年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ５０，７６２，０４７ ４５，７６４，２４６ ９６，５２６，２９３

３０年度 ４７，９９４，４８８ ５６，３６５，４５６ １０４，３５９，９４４
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ２，７６７，５５９ △１０，６０１，２１０ △７，８３３，６５１

（総務企画部）

２ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 １，２８４，０８０ １２，４８６，３７６ １３，７７０，４５６

３０年度 ５，５７９，６００ １０，９１１，８９４ １６，４９１，４９４
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △４，２９５，５２０ １，５７４，４８２ △２，７２１，０３８

（健康福祉環境部）

３ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子父子寡婦福祉資金貸付

金償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層

努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ５，４９０，６７２ ２９，３３４，３５４ ３４，８２５，０２６

３０年度 ５，９４７，８４４ ２８，５７３，１１１ ３４，５２０，９５５
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △４５７，１７２ ７６１，２４３ ３０４，０７１

（父子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ５，７２６ ０ ５，７２６

３０年度 ０ ０ ０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 ５，７２６ ０ ５，７２６

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ８６，４００ ６９９，９０２ ７８６，３０２

３０年度 １６０，１０４ ７１７，３６６ ８７７，４７０
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △７３，７０４ △１７，４６４ △９１，１６８

（健康福祉環境部）

４ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 １，７５９，９０４ ２，７４９，２６７ ４，５０９，１７１

３０年度 ２３６，０００ ３，４１７，２８２ ３，６５３，２８２
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １，５２３，９０４ △６６８，０１５ ８５５，８８９

（健康福祉環境部（八幡浜支局））

５ 県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 １，０６１，１００ ５９６，８００ １，６５７，９００

３０年度 ８７３，５００ ７０８，２００ １，５８１，７００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 １８７，６００ △１１１，４００ ７６，２００

（建設部）

６ 県営住宅貸付料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ８０，１００ ０ ８０，１００

３０年度 ８５，５００ ０ ８５，５００
金額は各
年度の決
算による

差引増減 △５，４００ ０ △５，４００

（建設部（八幡浜土木事務所））
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 京 事 務 所 令和２年５月１５日

研 修 所 令和２年５月１５日

総 合 科 学 博 物 館 令和２年５月１５日

歴 史 文 化 博 物 館 令和２年５月１５日

美 術 館 令和２年４月２３日

消 防 学 校 令和２年５月１５日

消 費 生 活 セ ン タ ー 令和２年５月１５日

原 子 力 セ ン タ ー 令和２年５月１５日

福 祉 総 合 支 援 セ ン タ ー 令和２年５月２７日

東予子ども・女性支援センター 令和２年４月２１日

南予子ども・女性支援センター 令和２年５月１８日

食 肉 衛 生 検 査 セ ン タ ー 令和２年５月２２日

動 物 愛 護 セ ン タ ー 令和２年５月２６日

衛 生 環 境 研 究 所 令和２年４月２３日

心 と 体 の 健 康 セ ン タ ー 令和２年５月１５日

子 ど も 療 育 セ ン タ ー 令和２年５月２６日

え ひ め 学 園 令和２年５月１５日

計 量 検 定 所 令和２年４月２３日

産 業 技 術 研 究 所
令和２年４月２１日、
令和２年５月１５日、
令和２年５月２０日、
令和２年５月２６日

新 居 浜 産 業 技 術 専 門 校 令和２年５月１５日

愛 媛 中 央 産 業 技 術 専 門 校 令和２年５月１５日

宇 和 島 産 業 技 術 専 門 校 令和２年５月１８日

大 阪 事 務 所 令和２年５月１５日

病 害 虫 防 除 所 令和２年５月１５日

農 業 大 学 校 令和２年５月１５日

農 林 水 産 研 究 所
令和２年５月１５日、
令和２年５月２０日、
令和２年５月２２日、
令和２年５月２７日

家 畜 病 性 鑑 定 所 令和２年７月１６日

（監査の結果）

令和元年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ６，５７７，４６０ ２６，９１５，３５０ ３３，４９２，８１０

３０年度 ６，４９５，３５０ ２６，１９１，６８０ ３２，６８７，０３０ 金額は各年度
の決算による

差引増減 ８２，１１０ ７２３，６７０ ８０５，７８０

（福祉総合支援センター）

２ 収入未済の非常勤嘱託職員報酬返納金について、債権放棄の検討も

含め、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２９年度 １者 ５５，１２８ 令和元年度決算による

（福祉総合支援センター）

３ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 １，６６５，６５０ ５，０２９，５５０ ６，６９５，２００

３０年度 １，１９５，１７０ ６，１１０，８１０ ７，３０５，９８０ 金額は各年度
の決算による

差引増減 ４７０，４８０ △１，０８１，２６０ △６１０，７８０

（東予子ども・女性支援センター）

４ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 １，８２５，５９０ ９，７７９，４３０ １１，６０５，０２０

３０年度 ２，９３２，１４０ ８，５５２，４７０ １１，４８４，６１０ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △１，１０６，５５０ １，２２６，９６０ １２０，４１０

（南予子ども・女性支援センター）

５ 子ども療育センター利用料金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ７１９，９２７ ２，３４２，７０６ ３，０６２，６３３

３０年度 ６４７，３２２ ２，５８９，３６０ ３，２３６，６８２ 金額は各年度
の決算による

差引増減 ７２，６０５ △２４６，６５４ △１７４，０４９

（子ども療育センター）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

教 育 総 務 課 令和２年８月２８日

社 会 教 育 課 令和２年８月２８日

文 化 財 保 護 課 令和２年８月２８日

保 健 体 育 課 令和２年８月２８日

義 務 教 育 課 令和２年８月１８日

高 校 教 育 課 令和２年８月１８日

人 権 教 育 課 令和２年８月１８日

特 別 支 援 教 育 課 令和２年８月１８日

中 予 教 育 事 務 所 令和２年４月２１日

東 予 教 育 事 務 所 令和２年５月１５日

南 予 教 育 事 務 所 令和２年５月１８日

総 合 教 育 セ ン タ ー 令和２年５月１５日

図 書 館 令和２年４月２３日

川 之 江 高 等 学 校 令和２年１月２４日

三 島 高 等 学 校 令和２年２月１４日

土 居 高 等 学 校 令和２年２月１４日

新 居 浜 東 高 等 学 校 令和２年２月１４日

新 居 浜 西 高 等 学 校 令和２年２月１４日

愛 媛 県 報令和２年１０月２３日 第１５１号

８９７



新 居 浜 南 高 等 学 校 令和２年１月２４日

新 居 浜 工 業 高 等 学 校 令和２年１月２４日

新 居 浜 商 業 高 等 学 校 令和２年２月１４日

西 条 高 等 学 校 令和２年２月１４日

西 条 農 業 高 等 学 校 令和２年１月２０日

小 松 高 等 学 校 令和２年２月１４日

東 予 高 等 学 校 令和２年２月１４日

丹 原 高 等 学 校 令和２年２月１４日

今 治 西 高 等 学 校 令和２年２月１４日

今 治 南 高 等 学 校 令和２年２月１４日

今 治 北 高 等 学 校 令和２年２月１４日

今 治 工 業 高 等 学 校 令和２年２月１４日

弓 削 高 等 学 校 令和２年２月１４日

北 条 高 等 学 校 令和２年１月２２日

松 山 東 高 等 学 校 令和２年２月１４日

松 山 南 高 等 学 校 令和２年２月１４日

松 山 北 高 等 学 校 令和２年１月２２日

松 山 中 央 高 等 学 校 令和２年１月２０日

松 山 工 業 高 等 学 校 令和２年２月１４日

松 山 商 業 高 等 学 校 令和２年２月１４日

東 温 高 等 学 校 令和２年１月２０日

上 浮 穴 高 等 学 校 令和２年２月１４日

小 田 高 等 学 校 令和２年２月１４日

伊 予 農 業 高 等 学 校 令和２年２月１４日

伊 予 高 等 学 校 令和２年２月１４日

大 洲 高 等 学 校 令和２年２月１４日

大 洲 農 業 高 等 学 校 令和２年２月１４日

長 浜 高 等 学 校 令和２年１月２２日

内 子 高 等 学 校 令和２年１月２２日

八 幡 浜 高 等 学 校 令和２年１月２４日

八 幡 浜 工 業 高 等 学 校 令和２年１月２４日

川 之 石 高 等 学 校 令和２年２月１４日

三 崎 高 等 学 校 令和２年２月１４日

三 瓶 高 等 学 校 令和２年１月２４日

宇 和 高 等 学 校 令和２年２月１４日

野 村 高 等 学 校 令和２年２月１４日

宇 和 島 東 高 等 学 校 令和２年１月２０日

宇 和 島 水 産 高 等 学 校 令和２年２月１４日

吉 田 高 等 学 校 令和２年１月２０日

三 間 高 等 学 校 令和２年２月１４日

北 宇 和 高 等 学 校 令和２年２月１４日

津 島 高 等 学 校 令和２年２月１４日

南 宇 和 高 等 学 校 令和２年２月１４日

今 治 東 中 等 教 育 学 校 令和２年２月１４日

松 山 西 中 等 教 育 学 校 令和２年１月２２日

宇 和 島 南 中 等 教 育 学 校 令和２年１月２０日

松 山 盲 学 校 令和２年１月２２日

松 山 聾 学 校 令和２年２月１４日

し げ の ぶ 特 別 支 援 学 校 令和２年２月１４日

み な ら 特 別 支 援 学 校 令和２年２月１４日

今 治 特 別 支 援 学 校 令和２年２月１４日

宇 和 特 別 支 援 学 校 令和２年１月２２日

新 居 浜 特 別 支 援 学 校 令和２年２月１４日

（監査の結果）

令和元年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金について、納期限

内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ６６，８６０，０００ ２３６，３３７，５００ ３０３，１９７，５００

３０年度 ６５，７５７，０００ ２３０，８８２，９６６ ２９６，６３９，９６６ 金額は各年度
の決算による

差引増減 １，１０３，０００ ５，４５４，５３４ ６，５５７，５３４

（教育総務課）

２ 地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金について、納期限

内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ２１，９９４，９８１ ５９１，５３５，４９９ ６１３，５３０，４８０

３０年度 ２５，９５２，７１５ ５８１，７１４，９００ ６０７，６６７，６１５ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △３，９５７，７３４ ９，８２０，５９９ ５，８６２，８６５

（人権教育課）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 令和２年８月３１日

四 国 中 央 警 察 署 令和２年３月１７日

新 居 浜 警 察 署 令和２年２月４日

西 条 警 察 署 令和２年３月１７日

西 条 西 警 察 署 令和２年２月４日

今 治 警 察 署 令和２年３月１７日

伯 方 警 察 署 令和２年３月１７日

松 山 東 警 察 署 令和２年３月１７日

松 山 西 警 察 署 令和２年２月６日

松 山 南 警 察 署 令和２年３月１７日

� 万 高 原 警 察 署 令和２年３月１７日

伊 予 警 察 署 令和２年３月１７日

大 洲 警 察 署 令和２年２月５日

八 幡 浜 警 察 署 令和２年３月１７日

西 予 警 察 署 令和２年２月４日

宇 和 島 警 察 署 令和２年２月５日

愛 南 警 察 署 令和２年６月１１日
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教育委員会訓令

�愛媛県教育委員会訓令第４号
県 立 学 校

愛媛県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和２年１０月２３日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

愛媛県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令

愛媛県県立学校教育課程基準（昭和４８年愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（監査の結果）

令和元年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 放置違反金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 １，２３６，０００ ２，３７８，０００ ３，６１４，０００

３０年度 ２，３４１，０００ ２，８３０，３５６ ５，１７１，３５６ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △１，１０５，０００ △４５２，３５６ △１，５５７，３５６

（警察本部）

２ 延滞金（放置違反金に伴うもの）について、収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

元年度 ２１４，２００ ４６４，０２６ ６７８，２２６

３０年度 ４０５，２００ ８６０，２２６ １，２６５，４２６ 金額は各年度
の決算による

差引増減 △１９１，０００ △３９６，２００ △５８７，２００

（警察本部）

３ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

平成１７年度、
平成１９年度及び
令和元年度

３者 １，４９６，７５４ 令和元年度決
算による

（警察本部）

４ 宇和島警察署庁舎新築工事（施第２号）において、不用土処分に要

する費用の検討が十分に行われておらず、最も経済的な積算となって

いなかったため、工事原価で９９８，０００円が過大となっていた。

（警察本部）

５ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

元年度 １者 ９８２，１２８ 令和元年度決
算による

（四国中央警察署）

６ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１８年度 １者 ７８９，９３１ 令和元年度決
算による

（今治警察署）

７ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２９年度 ３者 １２１，１０３ 令和元年度決
算による

（松山東警察署）

８ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（９件）し、相手方

の人的被害があったほか、相手方車両及び当該車両の毀損があった。

（松山東警察署）

９ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（９件）し、相手方

車両、相手方工作物及び当該車両の毀損があった。

（松山西警察署）

１０ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２８年度 １者 ７１０，８２２ 令和元年度決
算による

（松山南警察署）

１１ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２３年度 １者 １８０，０００ 令和元年度決
算による

（宇和島警察署）

改 正 後 改 正 前

（高等学校）

第１条 高等学校の教育課程については、次項に規定するものを除

くほか、高等学校学習指導要領（平成２１年３月文部科学省告示第

３４号）、平成３１年４月１日から新高等学校学習指導要領が適用さ

れるまでの間における現行高等学校学習指導要領の特例を定める

件（平成３０年８月文部科学省告示第１７２号）、令和２年度から令

（高等学校）

第１条 高等学校の教育課程については、次項に規定するものを除

くほか、高等学校学習指導要領（平成２１年３月文部科学省告示第

３４号）、平成３１年４月１日から新高等学校学習指導要領が適用さ

れるまでの間における現行高等学校学習指導要領の特例を定める

件（平成３０年８月文部科学省告示第１７２号）
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附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県公営企業告示第９号
次のとおり落札者を決定した。

和４年度までの間における小学校学習指導要領、現行中学校学習

指導要領及び新中学校学習指導要領並びに現行高等学校学習指導

要領及び平成３１年４月１日から新高等学校学習指導要領が適用さ

れるまでの間における現行高等学校学習指導要領の特例を定める

件の規定により適用する新高等学校学習指導要領の特例を定める

件（令和２年８月文部科学省告示第１０４号）及び学校教育法施行

規則第１４０条の規定による特別の教育課程について定める件（平成

５年１月文部省告示第７号）によらなければならない。

２ 省略

（中等教育学校）

第２条 省略

２ 中等教育学校の後期課程の教育課程については、高等学校学習

指導要領、平成３１年４月１日から新高等学校学習指導要領が適用

されるまでの間における現行高等学校学習指導要領の特例を定め

る件、令和２年度から令和４年度までの間における小学校学習指

導要領、現行中学校学習指導要領及び新中学校学習指導要領並び

に現行高等学校学習指導要領及び平成３１年４月１日から新高等学

校学習指導要領が適用されるまでの間における現行高等学校学習

指導要領の特例を定める件の規定により適用する新高等学校学習

指導要領の特例を定める件及び中等教育学校並びに併設型中学校

及び併設型高等学校の教育課程の基準の特例を定める件によらな

ければならない。

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するもの

を除くほか、特別支援学校幼稚部教育要領（平成２９年４月文部科

学省告示第７２号）、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領

（平成２９年４月文部科学省告示第７３号。小学部に係る部分に限

る。）、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成２１年３

月文部科学省告示第３６号。中学部に係る部分に限る。）、平成３０

年４月１日から平成３３年３月３１日までの間における特別支援学校

小学部・中学部学習指導要領の特例を定める件（平成２９年１２月文

部科学省告示第１８１号。中学部に係る部分に限る。）、特別支援学

校高等部学習指導要領（平成２１年３月文部科学省告示第３７号）、 平

成３１年４月１日から新特別支援学校高等部学習指導要領が適用さ

れるまでの間における現行特別支援学校高等部学習指導要領の特

例を定める件（平成３１年２月文部科学省告示第１５号）及び令和２

年度から令和４年度までの間における特別支援学校小学部・中学

部学習指導要領及び平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

の間における特別支援学校小学部・中学部学習指導要領の特例を

定める件並びに特別支援学校高等部学習指導要領及び平成３１年４

月１日から新特別支援学校高等部学習指導要領が適用されるまで

の間における現行特別支援学校高等部学習指導要領の特例を定め

る件の特例を定める件（令和２年８月文部科学省告示第１０５号）

によらなければならない。

２ 省略

及び学校教育法施行

規則第１４０条の規定による特別の教育課程について定める件（平成

５年１月文部省告示第７号）によらなければならない。

２ 省略

（中等教育学校）

第２条 省略

２ 中等教育学校の後期課程の教育課程については、高等学校学習

指導要領、平成３１年４月１日から新高等学校学習指導要領が適用

されるまでの間における現行高等学校学習指導要領の特例を定め

る件

及び中等教育学校並びに併設型中学校

及び併設型高等学校の教育課程の基準の特例を定める件によらな

ければならない。

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するもの

を除くほか、特別支援学校幼稚部教育要領（平成２９年４月文部科

学省告示第７２号）、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領

（平成２９年４月文部科学省告示第７３号。小学部に係る部分に限

る。）、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成２１年３

月文部科学省告示第３６号。中学部に係る部分に限る。）、平成３０

年４月１日から平成３３年３月３１日までの間における特別支援学校

小学部・中学部学習指導要領の特例を定める件（平成２９年１２月文

部科学省告示第１８１号。中学部に係る部分に限る。）、特別支援学

校高等部学習指導要領（平成２１年３月文部科学省告示第３７号）及び平

成３１年４月１日から新特別支援学校高等部学習指導要領が適用さ

れるまでの間における現行特別支援学校高等部学習指導要領の特

例を定める件（平成３１年２月文部科学省告示第１５号）

によらなければならない。

２ 省略
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令和２年１０月２３日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

愛媛県立新居浜病院統合ネットワー
ク 一式
（月額賃借料／県立新居浜病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

令和２年１０月１日
富士通リース�四国支
店
香川県高松市藤塚町一
丁目１０番３０号

１，０６４，０８５円 一般競争入札 令和２年８月２１日

令和２年１０月２３日 発行
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